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2017年度の政府予算編成に対し、自治労は総務省をはじめとした関係省庁、政党、地方三団体への要請を実施していることから、順次、要請概要について、情報にて報告します。

 ＜厚生労働省＞

　6月14日14時から要請を実施した。自治労からは、荒金副委員長、石上総合政治政策局長、駒井社会保障局長、佐保社会福祉局長、白井衛生医療局長が出席し、厚生労働省は武田政策統括官（社会保障担当）が対応した。

　荒金副委員長が要請書を手交し、駒井局長が今回の予算編成の重点課題である社会保障制度の充実機能強化と安定にむけた財源の確保、待機児童対策としての保育士の賃金改善、生活困窮者自立支援および子どもの貧困対策が機能するための予算措置、公立・公的病院が医療機能を果たせるための財源確保、地域包括ケアシステムの確立にむけた医療と介護の連携強化や自治体職員の人材確保・育成をはかるための予算確保、国民健康保険制度改革が円滑に制度移行するための財源確保、熊本地震における医療機関の復旧・再建などについて要請した。これに対し、武田政策統括官は以下のように回答した。

　熊本地震に関しては、生活面は厚生労働省管轄であり現地に職員を派遣し出来ることを最大限行う。消費増税延期に伴い各省に支障が出ている。社会保障の充実が遅れてはならず、増税までの間の財源確保に向け調整中だ。子ども・子育てに関しては、補正予算では箱もの中心であったが、働く人がいなければ成り立たず、保育士の賃金改善に向け政府全体の課題として取り組んでいるが、消費増税延期による財源確保が課題だ。社会保障施策の充実のために厚生労働省として努力する。

　さらに、自治労から、待機児童対策による保育の質の低下への懸念や地域医療構想策定で公立・公的病院が調整弁となる懸念などについて発言するとともに、今後も引き続いて意見交換することなどを重ねて求め、要請を終了した。
以　上
